
証券コード　7928
株 主 各 位 平成30年11月７日

愛知県碧南市港南町二丁目８番地14

取締役社長 杉 浦 　 武
第52期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第52期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、
平成30年11月21日（水曜日）午後５時までに到着するようご送付下さいますようお願い申し上げま
す。

敬　具
記

１．日 時 平成30年11月22日（木曜日）午前10時
２．場 所 愛知県碧南市源氏神明町90番地

碧南商工会議所（２階大ホール）
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第52期（平成29年９月１日から平成30年８月31日まで）事業報告、連結計算
書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第52期（平成29年９月１日から平成30年８月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　以　上
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１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお
願い申し上げます。

２．株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記載すべき事項を修正する必要が生
じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ（http://www.asahikagakukogyo.co.jp/)に掲
載いたしますのでご了承下さい。

３．株主総会終了後、同会場におきまして、当社の近況説明会を予定しておりますので、引き続きご
参加いただければ幸いです。
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（提供書面）

事業報告

（平成29年 9 月 1 日から
平成30年 8 月31日まで）

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策により、雇用、所得環境の改善や堅調
な企業収益など明るさは継続している一方、泥沼化が懸念される米中貿易摩擦問題が、世界経済
及び日本経済にマイナス影響を及ぼすことは避けられない状況となっております。
　このような状況の中、主な販売先であります電動工具業界におきましては先進国を中心に国内
外市場において販売は堅調に推移いたしました。自動車業界におきましても、北米、アジアを中
心に国内外市場において販売は堅調に推移いたしました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は78億41百万円（前期比11.2％増）となりました。
　品目別売上高につきましては、電動工具成形品は、３国共に受注増加により、前期比14.0％増
の45億62百万円となりました。自動車部品成形品は、国内及びタイの受注増加により前期比
7.3％増の23億94百万円となりました。樹脂金型は前期比17.8％増の６億86百万円、自社製品で
あります建築用資材は前期比0.5％減の81百万円、その他成形品は前期比22.8％減の１億14百万
円となりました。
　利益面につきましては、売上高の増加により、営業利益は95百万円となりましたが、親会社株
主に帰属する当期純利益は為替差損の増加により42百万円となりました。
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　企業集団の品目別売上高は次のとおりであります。

品　目
第　 51 　期

（平成29年８月期）
第　 52 　期

（平成30年８月期）
売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比

千円 ％ 千円 ％
電 動 工 具 成 形 品 4,002,691 56.8 4,562,929 58.2

自 動 車 部 品 成 形 品 2,232,208 31.7 2,394,911 30.5

樹 脂 金 型 583,272 8.3 686,980 8.8

自 社 製 品 82,218 1.1 81,821 1.0

そ の 他 成 形 品 148,293 2.1 114,504 1.5

合 計 7,048,684 100.0 7,841,147 100.0

　当社の品目別売上高は次のとおりであります。

品　目
第　 51 　期

（平成29年８月期）
第　 52 　期

（平成30年８月期）
売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比

千円 ％ 千円 ％
電 動 工 具 成 形 品 600,448 19.3 814,710 23.4

自 動 車 部 品 成 形 品 2,163,440 69.7 2,255,641 64.9

樹 脂 金 型 127,811 4.1 221,528 6.4

自 社 製 品 82,218 2.7 81,821 2.4

そ の 他 成 形 品 131,034 4.2 100,746 2.9

合 計 3,104,952 100.0 3,474,447 100.0
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②設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資は総額４億60百万円であります。そのうち主なものは、日本

工場における成形機の購入、中国工場における放電加工機及び成形機の購入、タイ工場における
成形機の購入であります。

③資金調達の状況
　特記事項はありません。

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第49期
（平成27年８月期）

第50期
（平成28年８月期）

第51期
（平成29年８月期）

第52期
（当連結会計年度）
（平成30年８月期）

売 上 高 (千円) 7,640,819 6,286,251 7,048,684 7,841,147

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ ) (千円） △16,107 △67,797 122,856 121,276
親会社株主に帰属す
る当期純利益又は親
会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ )

(千円) △61,805 △304,080 58,921 42,122

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り
当期純損失(△)

(円) △16.94 △89.70 18.25 13.05

総 資 産 (千円) 6,359,700 5,160,864 5,689,889 5,651,014

純 資 産 (千円) 5,158,964 4,018,009 4,237,872 4,291,489
1 株 当 た り
純 資 産 額 (円） 1,413.81 1,244.74 1,312.89 1,329.50

 
（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており、

１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。なお、発行済株式総数について
は自己株式を控除した株式数を用いております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

旭日塑料制品(昆山)有限公司 6,245千ＵＳドル 100.0％ プラスチック製品の製造
樹脂成形用金型の設計製作

Asahi Plus Co.,Ltd. 520,000千タイバーツ 100.0％ プラスチック製品の製造
樹脂成形用金型の設計製作
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⑷　対処すべき課題
　世界経済は緩やかに回復を続ける中、当社グループも順調に受注量が増加傾向であります。米
国の金融政策や貿易政策の動向などを見ると先行き不透明感が強い状況はこの先も続くものと思
われます。更に直面している課題は人材の確保が非常に困難な状況であることであります。当社
は堅調な売上増加を見込んでいるため、より多くの人材が必要になりますが、人材の確保はここ
数十年の中で最も厳しく、深刻な課題であります。
　そのために新型の小型ロボットやカメラ技術を導入し製品の監視を行いつつ、人による検査を
減らしながら、更なるハイサイクル成形化、そして質の高い成形品の生産が出来るよう、人材教
育にも今まで以上に力を入れ、より一層利益の出せる体質にしていく所存でございます。
　株主の皆様におかれましては、今後も格別のご支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

⑸　主要な事業内容(平成30年８月31日現在)
　当社グループは、電動工具及び自動車部品等の樹脂成形、電動工具の組付、樹脂金型の設計製
作、並びに自社製品である建築用資材の製造販売を事業としております。

⑹　主要な営業所等(平成30年８月31日現在)
本 社 工 場 愛知県碧南市港南町二丁目８番地14
本 社 事 務 部 門
及 び 安 城 工 場 愛知県安城市城ケ入町広見133番地３

旭 日 塑 料 制 品
（昆山）有限公司 中華人民共和国江蘇省昆山市

Asahi Plus Co.,Ltd. タイ王国ラヨーン県
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⑺　使用人の状況(平成30年８月31日現在)
①企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
プラスチック事業

（全社共通） 592名 13名増

（注）１．当社及び連結子会社は、プラスチック事業の単一事業分野において営業を行っており、単一事業部門
で組織されているため、使用人数は全社共通としております。

２．使用人数は従業員数であり、嘱託５名、パート７名を含んでおります。

②当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

138名 21増 39.7歳 10.8年
（注）使用人数は従業員数であり、嘱託５名、パート７名を含んでおります。

⑻　主要な借入先の状況（平成30年８月31日現在）
該当事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成30年８月31日現在）

①発行可能株式総数 12,720,000株
②発行済株式の総数 3,896,000株
③株主数 1,580名
④大株主（上位10名）

株主名 持株数(千株) 持株比率(％)
杉 浦 　 求 439 13.6
杉 浦 　 武 439 13.6
旭 化 学 工 業 取 引 先 持 株 会 192 5.9
株 式 会 社 三 幸 商 会 151 4.7
近 藤 忠 彦 120 3.7
岡 崎 信 用 金 庫 110 3.4
杉 浦 　 誠 91 2.8
株 式 会 社 マ キ タ 77 2.4
THE BANK OF NEWYORK,NON
-TREATY JASDEC ACCOUNT 64 2.0

歌 川 勝 久 55 1.7
（注）１．当社は、自己株式を668,100株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①取締役の状況（平成30年８月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 杉 浦 　 武 旭 日 塑 料 制 品 ( 昆 山 ) 有 限 公 司 董 事 長

常 務 取 締 役 岡 野 　 篤 営 業 本 部 長
旭 日 塑 料 制 品 ( 昆 山 ) 有 限 公 司 総 経 理

取 締 役 杉 浦 　 誠 A s a h i  P l u s  C o . , Ｌ t d . 　 代 表 取 締 役

取 締 役 手 島 　 淳 旭 日 塑 料 制 品 ( 昆 山 ) 有 限 公 司
副 総 経 理 兼 製 造 部 長

取 締 役
（ 常 勤 監 査 等 委 員 ） 鈴 木 哲 男

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 異 相 武 憲 異 相 ・ 村 瀬 法 律 事 務 所 所 長
取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 小 島 正 志 小 島 正 志 税 理 士 事 務 所 所 長

（注）１．取締役（監査等委員）鈴木哲男氏及び異相武憲氏並びに小島正志氏は、社外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）小島正志氏は、税理士として企業税務に精通しており、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。
３．当社監査等委員会の監査・監督機能をより一層強化するために、常勤の監査等委員を置いております。
４．当社は、取締役（監査等委員）鈴木哲男氏及び異相武憲氏並びに小島正志氏を東京証券取引所に独立

役員として届け出ております。
５．平成29年11月28日開催の第51期定時株主総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を

除く。）杉浦求氏は任期満了により退任いたしました。
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②取締役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の総額

区　分 員　数 報酬等の額
取締役
（監査等委員である取締役を除く。） ５名 51,458千円

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３名
（３名）

4,500千円
（4,500千円）

合計
（うち社外役員）

８名
（３名）

55,958千円
（4,500千円）

 
（注）１．取締役(監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、平成27年11月26日開催の第49期定時株

主総会において年額１億５千万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいており
ます。

２．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成27年11月26日開催の第49期定時株主総会において年額
２千万円以内と決議いただいております。

３．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。
　　・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額

取締役（監査等委員である取締役を除く。）　　４名　　7,500千円
・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額

取締役（監査等委員である取締役を除く。）　　４名　　2,714千円

③社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等の関係

・取締役（監査等委員）異相武憲氏が所長である異相・村瀬法律事務所は、当社の顧問弁護士
事務所であります。

・取締役（監査等委員）小島正志氏が所長である小島正志税理士事務所は、当社の顧問税理士
事務所であります。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
氏　　名 活　動　状　況　等

取締役（監査等委員）
鈴 木 哲 男

当事業年度開催の取締役会（年17回開催）に17回（出席率100％）出席
し、議案審議等に必要な発言を行っております。また、監査等委員会（年
11回開催）に11回（出席率100％）出席し、監査等委員としての立場か
ら発言を行っております。

取締役（監査等委員）
異 相 武 憲

当事業年度開催の取締役会（年17回開催）に12回（出席率71％）出席
し、議案審議等に必要な発言を行っております。また、監査等委員会（年
11回開催）に11回（出席率100％）出席し、弁護士としての専門的見地
から発言を行っております。

取締役（監査等委員）
小 島 正 志

当事業年度開催の取締役会（年17回開催）に12回（出席率71％）出席
し、議案審議等に必要な発言を行っております。また、監査等委員会（年
11回開催）に11回（出席率100％）出席し、税理士としての専門的見地
から発言を行っております。
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④責任限定契約に関する事項
　当社は、定款第33条の規定に基づき、取締役（監査等委員）鈴木哲男氏、異相武憲氏及び
小島正志氏との間で責任限定契約を締結しております。
　当該責任限定契約の概要は、会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失が
ないときは、法令で定める額を限度額とするものであります。

⑷　会計監査人の状況
　①名称
　　太陽有限責任監査法人

　②報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 10,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 10,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算定根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

　③会計監査人の解任又は不再任の決定方針
当社監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信

頼性が確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関す
る議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選
定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及
びその理由を報告いたします。
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　④当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人による当社の子会社の計算書類等の監査
当社の重要な子会社（旭日塑料制品（昆山）有限公司及びAsahi Plus Co.,Ltd.)においては、

当社の会計監査人以外の公認会計士の監査を受けております。

３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、業務執行が適法、適切かつ健全に行われるために、内部統制システムの構築と、法

令及び定款を遵守する体制を確立しております。
　　また、取締役は社内規程に基づいて業務を執行すると共に取締役会を通じて他の取締役の業

務執行状況を相互に監視、監督することで法令遵守に関する牽制機能を強化しております。
　　当社では、取締役は、社内における法令違反その他コンプライアンスに関する重大な事実を

発見したときは、直ちに監査等委員会に報告すると共に、取締役会に報告する体制を整えてお
ります。

　　また、監査等委員会は、社内の法令遵守体制に問題があると判断したときは、取締役会にお
いて意見を述べ、改善を促す体制を整えております。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、取締役の職務執行に係る文書は社内規程に従い保管し、常時閲覧可能な状態にして
おります。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、業務執行に係るリスクについては取締役会及び部長会議にて管理する体制を整えて
おります。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、取締役会を月１回以上開催し、経営戦略・事業計画等の重要事項の決定並びに業務
執行に関する監督の意思決定を行っております。
　また、その決定事項は直ちに、職務権限規程に基づきそれぞれの責任部署において業務執行
する体制を整えております。
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⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、子会社から定期的に業務執行に関する報告を受けると共に定期的な監査を実施
する体制を整えております。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　子会社は、業務執行に係るリスクについては最低月１回開催される取締役会及び部長会
議並びにスタッフ会議にて管理する体制を整えております。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　子会社は、取締役会を月１回以上開催し、経営戦略・事業計画等の重要事項の決定並び
に業務執行に関する監督の意思決定を行っております。
　また、その決定事項は直ちに、職務権限規程に基づきそれぞれの責任部署において業務
執行する体制を整えております。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
　子会社は、業務執行が適法、適切かつ健全に行われるために、内部統制システムの構築
を行っております。取締役等の職務執行については、取締役会を通じて他の取締役の業務
執行状況を監視、監督することで法令遵守する体制を確立しております。
　また、使用人の職務の執行につきましては、社内における法令違反その他コンプライア
ンスに関する重大な事実を取締役が発見した場合は、直ちに取締役会に報告し、改善を促
す体制を整えております。

⑥監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　当社では、監査等委員会の職務を補助する使用人は置いておりませんが、監査等委員会の求
めに応じ、監査等委員会の職務を補助する使用人を選任します。また選任された使用人は、監
査等委員会の命令に関して取締役会等の指揮命令は受けないこととしております。

⑦取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体
制その他の監査等委員会への報告に関する体制

　　当社では、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会に対し
て、監査等委員会の求めに応じ、いつでも報告する体制を整えております。
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⑧前号の報告をした者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制

　　当社及び子会社は「内部通報制度」に従い、報告をしたことを理由に不利益な取扱いをしな
い体制を整えております。

⑨監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　当社は、監査等委員がその職務の執行に関して費用の前払等を請求したときは、当該費用等
が職務執行に必要ないと認められる場合を除き、当該費用等を負担し、速やかに処理すること
としております。

⑩その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　当社では、監査等委員会は常勤監査等委員１名及び非常勤監査等委員２名の合計３名（いず

れも社外取締役）で構成され、各監査等委員は取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役
の職務執行に対して厳格な監査を行い、必要に応じて取締役にその説明を求め、意見を述べる
体制を整えております。

⑪財務報告の信頼性を確保するための体制
　　総務部は、財務報告の信頼性を確保し、内部統制報告書の提出をより有効かつ適切に行うた

め、代表取締役社長の指示の下、財務報告に係る内部統制を整備し運用する体制を構築してお
ります。

⑫反社会的勢力に対する体制
イ．当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係を持たない方針であ

ります。
ロ．反社会的勢力に対しては、総務部を窓口とし、必要に応じて所轄警察署、顧問弁護士と連

携し対応することとしております。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①コンプライアンス

　コンプライアンス意識の向上と不正行為等の防止を図るため、毎月、全従業員参加の全体朝
礼を実施しました。また、部長会議その他重要な会議及び小集団活動を通じて啓蒙活動を実施
しました。

②リスク管理体制
　リスクの軽減、予防の推進及び迅速な対処のため「リスク管理規程」に基づき、リスク管理
体制の強化を実施しました。

③財務報告に係る内部統制
　　「財務報告に係る内部統制に関する実地計画書」に基づき、当社及びグループ会社の内部統

制評価を実施しました。

４．株式会社の支配に関する基本方針
　　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年８月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金

3,071,850

1,519,151

957,475

168,394

114,451

136,448

2,425

174,162

△660

2,579,163

2,168,026

567,493

575,016

880,702

144,814

12,007

399,129

125,515

276,673

△3,059

（負 債 の 部）
流 動 負 債 1,187,914

買 掛 金 875,111
未 払 法 人 税 等 31,402
賞 与 引 当 金 37,772
役 員 賞 与 引 当 金 7,500
繰 延 税 金 負 債 4,834
そ の 他 の 流 動 負 債 231,293

固 定 負 債 171,610
繰 延 税 金 負 債 128,626
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 37,531
そ の 他 の 固 定 負 債 5,451

負 債 合 計 1,359,524
（純資産の部）

株 主 資 本 3,699,967
資 本 金 671,787
資 本 剰 余 金 729,938
利 益 剰 余 金 2,597,086
自 己 株 式 △298,844

その他の包括利益累計額 591,522
その他有価証券評価差額金 64,947
為 替 換 算 調 整 勘 定 526,574

純 資 産 合 計 4,291,489
資 産 合 計 5,651,014 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,651,014
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年 9 月 1 日から
平成30年 8 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 7,841,147
売 上 原 価 7,108,438

売 上 総 利 益 732,708
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 637,021

営 業 利 益 95,687
営 業 外 収 益

受 取 利 息 30,714
受 取 配 当 金 1,549
助 成 金 収 入 13,412
そ の 他 6,305 51,981

営 業 外 費 用
支 払 利 息 213
為 替 差 損 26,178 26,392
経 常 利 益 121,276

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 576
投 資 有 価 証 券 売 却 益 15,636 16,213

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 2,589
固 定 資 産 除 却 損 453
投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,813 6,856

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 130,632
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 105,777
法 人 税 等 調 整 額 △17,267 88,510
当 期 純 利 益 42,122
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 42,122
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年 9 月 1 日から
平成30年 8 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 671,787 729,938 2,577,559 △298,844 3,680,440
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △22,595 △22,595

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 42,122 42,122

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 19,527 － 19,527
当 期 末 残 高 671,787 729,938 2,597,086 △298,844 3,699,967

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 60,127 497,304 557,432 4,237,872
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △22,595

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 42,122

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 4,819 29,270 34,090 34,090

当 期 変 動 額 合 計 4,819 29,270 34,090 53,617
当 期 末 残 高 64,947 526,574 591,522 4,291,489
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　２社
連結子会社の名称　旭日塑料制品（昆山）有限公司、Asahi Plus Co.,Ltd.

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日は、旭日塑料制品（昆山）有限公司は12月31日であり、Asahi Plus Co.,Ltd.は６

月30日であります。連結計算書類の作成に当たっては、旭日塑料制品（昆山）有限公司については、６月
30日現在で本決算に準じた仮決算を行い作成した計算書類を使用しております。
　ただし、７月１日から連結決算日までの期間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ
ております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

時価のあるもの………………連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産
　・商品及び製品・仕掛品

成形・組付品……………………主として総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

樹脂金型…………………………個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

・原材料及び貯蔵品………………主として総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産…………………………当社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しておりま

す。
ただし、当社は平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く。）、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物、並びに工具、器具及び備品のうち金型については、定額法
を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　　　　３～38年
　機械装置及び運搬具　　　　　４～10年

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………………従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支
給見込額に基づき計上しております。

役員賞与引当金………………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ
き計上しております。

役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ
く当連結会計年度末要支給額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替換算差額は損益として

処理しております。なお、在外連結子会社の資産、負債、収益及び費用は、在外連結子会社の決算日及
び仮決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定
に含めております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度
の費用として処理しております。
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２．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更
（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当社は、有形固定資産の工具、器具及び備品のうち金型について、当連結会計年度より、減価償却の方法
を従来の定率法から定額法へ変更しております。
　この変更は新規受注の増加により、金型の製作費用が増加し重要性が増していることから、当該金型代金
相当額の取引条件（一定期間内均等受取）に対応させて減価償却を行うことで、従来の減価償却方法によっ
た場合と比較して、より適正な期間損益を算定することを目的としたものであります。
　これにより、従来の方法によった場合と比べて当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当
期純利益はそれぞれ19,745千円増加しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 4,932,199千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び数

普通株式 3,896千株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年11月28日
定時株主総会 普通株式 12,911 4.00 平成29年８月31日 平成29年11月29日

平成30年４月12日
取締役会 普通株式 9,683 3.00 平成30年２月28日 平成30年５月21日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

平成30年11月22日
定時株主総会決議予定 普通株式 12,911 利益剰余金 4.00 平成30年８月31日 平成30年11月26日
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、一時的な余資は流動性の高い金融商品で運用し、投機的な取引は行わない方針であり
ます。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行
うに当たり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。一部外貨建のものについ
ては、為替の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
　イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、受取手形及び売掛金について、総務部が取引相手ごとに期日及び
残高を管理すると共に、営業部と連携し財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ
ております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建の営業債権債務について生じる為替の変動リスクに対しては、デリバティブ取引
は行わないこととしております。また、投資有価証券について生じる価格の変動リスクに対しては、
時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を定期的に把握しております。

　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、流動性リスクの管理として最低１か月分の売上金額に相当する手元流動性資金を常に確
保することを基本方針としております。連結子会社においても、同様な流動性リスクの管理を行っ
ております。

④　信用リスクの集中
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち67.2％が特定の大口顧客に対するものであ
ります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成30年８月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

①現金及び預金 1,519,151 1,519,151 －
②受取手形及び売掛金 957,475 957,475 －
③投資有価証券

その他有価証券 125,515 125,515 －
　資産計 2,602,143 2,602,143 －
①買掛金 875,111 875,111 －
②未払法人税等 31,402 31,402 －
　負債計 906,513 906,513 －
(注）金融商品の時価の算定方法

資産
①現金及び預金　②受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。
③投資有価証券
　株式については取引所の価格によっております。
負債
①買掛金　②未払法人税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

⑶　金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内（千円） １年超（千円）

現金及び預金 1,519,151 －
受取手形及び売掛金 957,475 －

合計 2,476,627 －

６．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,329円50銭
１株当たり当期純利益 13円05銭

７．記載金額は表示単位未満を切捨てて表示しております。

－ 24 －

連結注記表



貸　借　対　照　表
（平成30年８月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料
前 払 費 用
未 収 消 費 税
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長 期 前 払 費 用
会 員 権 等
保 険 積 立 金
そ の 他 の 投 資 等
貸 倒 引 当 金

874,644
145,882
24,914
11,815

532,858
64,414
23,362
63,371
3,099
3,925
1,659
△660

2,886,055
1,408,041

402,286
9,133

183,623
3,379

91,035
718,582

2,684
2,684

1,475,329
125,515

410
1,301,176

790
1,400

45,770
3,326

△3,059

流 動 負 債 476,139
買 掛 金 343,568
未 払 費 用 85,851
未 払 法 人 税 等 10,077
預 り 金 8,016
賞 与 引 当 金 15,000
役 員 賞 与 引 当 金 7,500
設 備 未 払 金 3,429
そ の 他 の 流 動 負 債 2,695

固 定 負 債 65,498
繰 延 税 金 負 債 27,967
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 37,531

負 債 合 計 541,638
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 3,154,114
資 本 金 671,787
資 本 剰 余 金 729,938
資 本 準 備 金 717,689
そ の 他 資 本 剰 余 金 12,248

自 己 株 式 処 分 差 益 12,248
利 益 剰 余 金 2,051,232
利 益 準 備 金 56,150
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,995,082

別 途 積 立 金 1,000,000
繰 越 利 益 剰 余 金 995,082

自 己 株 式 △298,844
評 価 ・ 換 算 差 額 等 64,947
その他有価証券評価差額金 64,947

純 資 産 合 計 3,219,061
資 産 合 計 3,760,699 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,760,699
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損　益　計　算　書

（平成29年 9 月 1 日から
平成30年 8 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,474,447

売 上 原 価 3,139,360

売 上 総 利 益 335,087

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 372,985

営 業 損 失 37,897

営 業 外 収 益

受 取 利 息 145

受 取 配 当 金 358,451

そ の 他 15,470 374,067

営 業 外 費 用

為 替 差 損 2,526 2,526

経 常 利 益 333,643

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 300

投 資 有 価 証 券 売 却 益 15,636 15,936

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,813 3,813

税 引 前 当 期 純 利 益 345,766

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 39,810 39,810

当 期 純 利 益 305,956
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株主資本等変動計算書

（平成29年 9 月 1 日から
平成30年 8 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計自己株式
処分差益

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 671,787 717,689 12,248 729,938 56,150 1,000,000 711,721 1,767,871 △298,844 2,870,753
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △22,595 △22,595 △22,595
当 期 純 利 益 305,956 305,956 305,956
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 283,360 283,360 － 283,360
当 期 末 残 高 671,787 717,689 12,248 729,938 56,150 1,000,000 995,082 2,051,232 △298,844 3,154,114

評価・換算差額等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 60,127 60,127 2,930,881
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △22,595
当 期 純 利 益 305,956
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

4,819 4,819 4,819

当 期 変 動 額 合 計 4,819 4,819 288,180
当 期 末 残 高 64,947 64,947 3,219,061
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの……………………移動平均法による原価法

子会社株式………………………………移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
①　商品及び製品・仕掛品

成形・組付品………………………総平均法による原価法
　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）
樹脂金型……………………………個別法による原価法

　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

②　原材料及び貯蔵品……………………総平均法による原価法
　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

⑶　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く。）、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物、並びに工具、器具及び備品のうち金型については、定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　　　　３～38年
　機械装置　　　　　８～10年

⑷　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替換算差額は損益として処理して
おります。
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⑸　引当金の計上基準
①　貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金……………………………従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見
込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金………………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ
き計上しております。

④　役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ
く当事業年度末要支給額を計上しております。

⑹　消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用と
して処理しております。

２．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更
（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当社は、有形固定資産の工具、器具及び備品のうち金型について、当事業年度より、減価償却の方法を従
来の定率法から定額法へ変更しております。
　この変更は新規受注の増加により、金型の製作費用が増加し重要性が増していることから、当該金型代金
相当額の取引条件（一定期間内均等受取）に対応させて減価償却を行うことで、従来の減価償却方法によっ
た場合と比較して、より適正な期間損益を算定することを目的としたものであります。
　これにより、従来の方法によった場合と比べて当事業年度の営業損失は19,745千円減少し、経常利益及び
税引前当期純利益はそれぞれ19,745千円増加しております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 3,823,975千円

⑵　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は以下のとおりです。
　関係会社に対する短期金銭債権 500千円
　関係会社に対する短期金銭債務 4,991千円

４．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
　関係会社との取引高は以下のとおりです。

①　仕入高 72,897千円
②　営業外取引高 356,901千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 668千株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産

賞与引当金 5,610千円
減価償却超過額 478千円
役員退職慰労引当金 11,349千円
たな卸資産評価損 10,798千円
未払事業税 1,756千円
関係会社出資金評価損 290,495千円
減損損失 42,528千円
繰越欠損金 40,612千円
その他 14,476千円

小　計 418,105千円
評価性引当額 △418,105千円

繰延税金資産合計 －千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △27,967千円
繰延税金負債合計 △27,967千円
繰延税金負債の純額 △27,967千円

７．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種 類 会社等の名称 資本金又は
出 資 金

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

( 千 円 )

子会社

旭日塑料制
品（昆山）
有 限 公 司

6,245千
USﾄﾞﾙ

プラスチック製
品 の 製 造 業

所有直接
100

営業の取引
技術援助契約の締結
役員の兼任

受取配当金 356,901

Asahi Plus
Co.,Ltd.

520,000千
ﾀｲﾊﾞｰﾂ

プラスチック製
品 の 製 造 業

所有直接
100

営業の取引
技術援助契約の締結
役員の兼任

増資引受け 136,881

（注）１．増資の引受けは、同社が行った増資を全額引き受けたものであります。
２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 997円26銭
１株当たり当期純利益 94円78銭

９．記載金額は表示単位未満を切捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年10月26日
旭化学工業株式会社

取締役会　御中
太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森 内 茂 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 古 田 賢 司 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、旭化学工業株式会社の平成29年９月１日から平成30年８月31日までの
連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法
人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営
者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を
検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭化学工業
株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

強調事項
　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より、有形
固定資産の工具、器具及び備品のうち金型について減価償却方法を定率法から定額法に変更している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年10月26日
旭化学工業株式会社

取締役会　御中
太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森 内 茂 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 古 田 賢 司 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、旭化学工業株式会社の平成29年９月１日から平成30年８月31日
までの第52期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

強調事項
　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より、有形固定
資産の工具、器具及び備品のうち金型について減価償却方法を定率法から定額法に変更している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、平成29年９月１日から平成30年８月31日までの第52期事業年度の取締役の職務の執
行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶連結計算書類の監査結果
　　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年10月30日

旭化学工業株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 鈴 木 哲 男 ㊞
監 査 等 委 員 異 相 武 憲 ㊞
監 査 等 委 員 小 島 正 志 ㊞

(注）監査等委員は全員、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　当社は、安定的な配当の継続を基本に、連結配当性向20％以上を目標として、業績及び財務体質
の強化等を総合的に勘案して配当を決定することを基本方針としております。
　期末配当につきましては以下のとおりといたしたいと存じます。
⑴　配当財産の種類

　金銭といたします。
⑵　配当財産の割当に関する事項及び総額

　当社普通株式１株につき４円といたしたいと存じます。なお、この場合の配当総額は
12,911,600円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
　平成30年11月26日
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（４名）は、本総会
終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じ
ます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると
判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１
すぎ
杉

うら
浦

 
　

たけし
武

(昭和42年６月14日生)

平成３年４月 当社入社

439,707株
平成９年11月 当社取締役
平成14年11月 当社常務取締役
平成22年11月 当社代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）
旭日塑料制品（昆山）有限公司　董事長

２
おか
岡

の
野

 
　

あつし
篤

(昭和38年４月26日生)

昭和61年３月 当社入社

5,000株
平成14年11月 当社取締役営業部長
平成26年11月 当社常務取締役
平成28年６月 当社常務取締役営業本部長（現任）
（重要な兼職の状況）
旭日塑料制品（昆山）有限公司　総経理

３
すぎ
杉

うら
浦

 
　

まこと
誠

(昭和50年５月23日生)

平成14年６月 当社入社
91,557株平成23年11月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
Asahi Plus Co.,Ltd．代表取締役

４
て
手

しま
島

 
　

あつし
淳

(昭和43年10月５日生)

昭和62年３月 当社入社

3,000株
平成27年11月 当社取締役製造部部長
平成27年12月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
旭日塑料制品（昆山）有限公司　副総経理兼製造部長

（注）各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
以上
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株主総会会場ご案内図

会　　場　　愛知県碧南市源氏神明町90番地
碧南商工会議所（２階大ホール）

電　　話　　0566（41）1100
交通機関　　名鉄三河線「碧南中央駅」下車　徒歩15分

Ｎ
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